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平成２９年度栃木市水道事業会計決算審査意見書について 

 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成２９年度 

栃木市水道事業会計決算及び証ひょう書類、その他関係書類を審査しました 

ので、その結果について、意見書を提出いたします。 
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平成２９年度栃木市水道事業会計決算審査意見 
 

 

平成２９年度栃木市水道事業会計の審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

 

第１ 審査の対象 

平成２９年度 栃木市水道事業会計決算 

第２ 審査の期間 

平成３０年６月２０日から平成３０年８月１６日まで 

第３ 審査の方法 

水道事業としての適正さ、業務の正確さ・効率性、さらに地方公営企業

法第３条の趣旨にそった運営がなされているかについて、下記により審査

を行った。 

(1) 決算書類（決算報告書、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書、剰

余金処分計算書（案））及び同附属書類（事業報告書、キャッシュ・フロ

ー計算書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書、注記）の

照合、点検 

(2) 上記決算書類及び同附属書類による経営成績及び財政状態の審査 

(3) 地方公営企業法第３条の趣旨にそった運営状況の審査 

なお、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地

方公営企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的で

ある公共の福祉が増進されているかについてもあわせて審査した。 

第４ 審査の結果 

(1) 審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠し

て作成されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及

び財政状態は適正に表示されているものと認められた。 

(2) 本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されてい

るものと認められた。 

 

※意見書中の注意事項 

・本文中の比率（％）は、各経営指標を除き小数点以下第２位を四捨五入した。こ

のため、構成比率の合計が１００とならない場合がある。 

・表中の全国平均は、総務省編集による“平成２８年度水道事業経営指標”の給水

人口１０万人以上１５万人未満の水道事業における平均の数値である。 
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１ 事業の概要 

  (1) 業務実績 

    当年度における業務実績は、次表及び別表１(１４ページ)に示すとおり

である。 

《業務実績》 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 

対前年度

増減 

対前年度 

増減率

（％） 

行政区域内人口（人） 161,836 162,520 △684 △0.4 

給水人口（人） 146,967 146,658 309 0.2 

給水戸数（戸） 58,938 57,861 1,077 1.9 

普及率（％） 90.8 90.2 0.6 0.7 

年間配水量（㎥） 21,986,401 21,179,532 806,869 3.8 

年間有収水量（㎥） 16,280,201 16,193,390 86,811 0.5 

有収率（％） 74.05 76.46 △2.41 △3.2 

 

給水人口は１４６，９６７人で、前年度に比べ３０９人（０．２％）増

加し、給水戸数は５８，９３８戸で、前年度に比べ１，０７７戸（１．

９％）増加している。 

行政区域内人口１６１，８３６人に対し、普及率は９０．８％となって

おり、前年度に比べ０．６ポイント増加した。 

年間配水量は２１，９８６，４０１ｍ3 で、前年度に比べ８０６，８６

９㎥（３．８％）増加した。 

年間配水量のうち料金の対象となる給水量（年間有収水量）は、１６，

２８０，２０１ｍ3 で、前年度に比べ８６，８１１㎥（０．５％）増加し

た。 

予算第２条に定める有収水量の予定量１６，１００，０００㎥に対する

実績は、１０１．１％となっている。 

有収率は７４．０５％で、前年度に比べ２．４１ポイント減少した。直

近３期の有収率は７５％前後を推移しており、全国平均８９．５２％に比

べて依然として低い状況にあり、有収率の向上に向けたさらなる取組みが

望まれる。 

 

  (2) 施設の利用状況 

    施設の利用状況では、１日配水能力は８５，６００㎥で、１日平均配水
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量は６０，２３７㎥である。１日配水能力に対する１日平均配水量の比

率であり、施設の利用度を示す施設利用率は７０．３７％となり、前年

度に比べ２．５８ポイント上昇した。 

１日配水能力に対する 1 日最大配水量の比率である最大稼働率は７６．

４１％であり、前年度に比べ２．６４ポイント上昇した。 

    施設が１年を通し平均的に稼動しているかどうかを示す負荷率は、９２．

１０％であり、前年度に比べ０．２１ポイント上昇した。 

    水道事業は施設型の事業であり、適切な投資が行われているか否かが経

営を左右する。施設規模や投資が適切か否かを示すこれらの指標は、一般

的には高い数値であることが望ましいとされ、本市はいずれも全国平均を

上回っていることから、適切な投資により効率的な施設の運用がされてい

ると言える。 

  《施設の効率性》                   （単位：％） 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 

対前年度 

増減 
全国平均 

施設利用率 70.37 67.79 2.58 62.10 

最大稼働率 76.41 73.77 2.64 70.47 

負荷率 92.10 91.89 0.21 88.12 

 

  (3) 建設工事の実施状況 

    市民に対して安全かつ低廉で良質な飲料水の安定供給を図るとともに、

未普及地域の解消や災害対策の強化に努めることを目的として、栃木市水

道統合事業、寺尾地区簡易水道事業、上水道整備事業、水道設備更新事業、

老朽管更新事業、管路耐震化事業を推進した。 

   ○栃木市水道統合事業 

    当年度の工事請負費決算額は、２９２８万４２００円となっている。 

この事業は、大平地域水道施設通報装置設置工事、栃木川原田・都賀原

宿浄水場連絡管減圧弁設置工事である。 

○寺尾地区簡易水道事業 

当年度の工事請負費決算額は、４億３７２３万８０００円となっている。 

この事業の主なものは、星野浄水場施設整備工事、市道２０１４（１１

７）号線給・配水管布設工事（１工区、２工区、３工区、４工区）である。 

○上水道整備事業 

当年度の工事請負費決算額は、９８２２万４９２０円となっている。 

この事業の主なものは、市道１４１２６（Ｄ１６０）号線配水管布設工
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事、市道１２２６１（Ｂ８）号線外給・配水管布設工事（２工区）である。 

○水道設備更新事業 

当年度の工事請負費決算額は、１億６５１９万６８００円となっている。 

この事業の主なものは、川原田浄水場非常用発電機分解修理工事、薗部

浄水場送水ポンプ電動弁更新及びポンプ分解修理工事である。 

○老朽管更新事業 

当年度の工事請負費決算額は、１億４８３５万９６００円となっている。 

この事業の主なものは、県道中岩舟線配水管布設替工事（１工区、２工

区）、市道３２１７８（Ｆ３－２４６）号線外配水管布設替工事である。 

○管路耐震化事業 

当年度の工事請負費決算額は、８３３８万６８００円となっている。 

この事業は、市道４３２０２（Ｔ②－１９０）号線外配水管布設替工事、

市道２２２７７（Ｏ１３３）号線配水管布設替工事である。 

また、寺尾地区簡易水道事業及び上水道整備事業において、配水管等の

布設を実施したため、導送配水管延長は１，１６３，０１０ｍとなり、前

年度より９，３９５ｍ延長した。 

  

２ 予算執行状況 

  (1) 収益的収入及び支出 

当年度の収益的収入（水道事業収益）は、予算額２８億２３３万２００

０円に対し、決算額２８億３１０３万４４４４円（税込）で、執行率１

０１．０％である。 

また、収益的支出（水道事業費用）は、予算額２５億５８６３万９０

００円に対し、決算額２３億３５３３万７４２６円（税込）で、９１．

３％の執行率である。 

収益的収入及び支出の決算額の差引きは、４億９５６９万７０１８円

である。 

  《収益的収入及び支出》              （単位：円、％） 

区分 予算額 決算額 
予算額に対す
る決算額の 

割合 

収益的収入 2,802,332,000 2,831,034,444 101.0 

収益的支出 2,558,639,000 2,335,337,426 91.3 

差引き 243,693,000 495,697,018 － 
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  (2) 資本的収入及び支出 

当年度の資本的収入は、予算額４億３９７万７０００円に対し決算額

３億９６６０万６２８４円（税込）で、９８．２％の執行率である。 

    また、資本的支出は、予算額１８億３５２４万円に対し、決算額１７億

１６３３万４８２２円（税込）で９３．５％の執行率である。 

    資本的収入額が資本的支出額に対して生じた不足額１３億１９７２万８

５３８円は、過年度分損益勘定留保資金３億８７４万４４３９円、当年

度分損益勘定留保資金４億５４５５万７１５３円、減債積立金５億円並

びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５６４２万６９４

６円をもって補てんし、収支の均衡を図っている。 

  《資本的収入及び支出》              （単位：円、％） 

区分 予算額 決算額 
予算額に対す
る決算額の 

割合 

資本的収入 403,977,000 396,606,284 98.2 

資本的支出 1,835,240,000 1,716,334,822 93.5 

差引き △1,431,263,000 △1,319,728,538 － 

 

 (3) 不納欠損処分 

    当年度における不納欠損処分額は１５４万４１１８円で、前年度に比べ

３５万２９３３円減少した。 

いずれも無断転居や転居先不明等により徴収が不能となったものであ

り、やむを得ないものと認められる。 

 

３ 経営成績 

 (1) 損益計算書 

    当年度における経営成績を表す損益計算書は、次表及び別表３（１７ペ

ージ）に示すとおりである。 
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  《損益計算書》                    （単位：円） 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 対前年度増減 

営業収益 2,393,942,341 2,432,062,583 △38,120,242 

営業費用 2,009,020,266 1,874,590,891 134,429,375 

営業利益 384,922,075 557,471,692 △172,549,617 

営業外収益 250,862,520 217,057,940 33,804,580 

営業外費用 196,435,932 212,136,221 △15,700,289 

経常利益 439,348,663 562,393,411 △123,044,748 

特別利益 0 0 0 

特別損失 1,741,510 150,698 1,590,812 

 当年度純利益 437,607,153 562,242,713 △124,635,560 

 前年度繰越利益 

 剰余金 
0 0 0 

 その他未処分利益 

 剰余金変動額 
500,000,000 840,000,000 △340,000,000 

 当年度未処分利益 

 剰余金 
937,607,153 1,402,242,713 △464,635,560 

     

    当年度の純利益は４億３７６０万７１５３円となっており、前年度に比

べ１億２４６３万５５６０円減少した。これを段階的に見ていくと、営

業利益が１億７２５４万９６１７円減少したことが原因である。 

    営業収益は２３億９３９４万２３４１円で、前年度に比べ３８１２万２

４２円減少した。この理由は、給水収益が減少したことによるもので、

平成２７年度に実施した水道料金の改定以降、３期連続減少しており、

改定に伴う激変緩和措置の期間中は同様の傾向が続くものと思われる。 

    営業費用は２０億９０２万２６６円で、前年度に比べ１億３４４２万９

３７５円増加した。また、直近３期の営業費用は増加傾向にあり、この

主な理由は、配水及び給水費並びに減価償却費が増加したことによるも

のである。配水及び給水費は、修繕費と委託料の占める割合が大きく、

これらの費用が増加傾向にあることが大きな要因である。特に修繕費は

配水及び給水費の４５％前後を占めており、修繕費の約８割は漏水修繕

工事費である。なお、減価償却費は、固定資産に対する投資の費用分配

であって、長期的に見れば固定的な費用になるもので、当年度は星野浄

水場の施設整備により大きく増加したものである。 
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  (2) 供給単価及び給水原価 

当年度における供給単価は１３７円４７銭、給水原価は１１７円９８

銭で、料金回収率は１１６．５２％であった。 

前年度に比べ供給単価は４円１銭減少しており、これは、有収水量が

増加したにもかかわらず、水道料金改定の影響で給水収益が減少したこ

とによるものである。また、給水原価は４円８６銭増加しており、これ

は、営業費用（受託工事費除く）の増加によるものである。この結果、

料金回収率は、前年度に比べ８．５５ポイント減少したものの、全国平

均を上回っており、今のところ良好な状況であると言える。 

  《供給単価及び給水原価》            （単位：円/㎥、％） 

    年度 

区分 
29 年度 28 年度 対前年度増減 全国平均 

供給単価 137.47 141.48 △4.01 165.96 

給水原価 117.98 113.12 4.86 155.80 

料金回収率 116.52 125.07 △8.55 106.52 

 

  (3) 収支比率 

    企業の経営状況を表す収支比率は、次表及び別表５(２２ページ)に示す

とおりである。 

  《収支比率》                     （単位：％） 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 対前年度増減 全国平均 

総収支比率 119.83 126.94 △7.11 114.22 

経常収支比率 119.92 126.95 △7.03 114.00 

営業収支比率 120.20 131.23 △11.03 105.26 

 

    いずれの比率も、前年度に比べ減少したものの、３期連続で全国平均を

上回る数値で推移しており、経営状況は健全な水準にあると言える。 

    なお、営業収支比率が１１．０３ポイント減少し、総収支比率及び経常

収支比率の減少（約７ポイント減）に比べやや大きいのは、これまで見て

きたとおり、給水収益の減少と営業費用（受託工事費除く）の増加による

ものである。 
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４ 財政状態 

  (1) 貸借対照表 

    当年度における資産、負債及び資本の状態を表す貸借対照表は、別表４

（１９ページ）に示すとおりである。 

資産の当年度現在高は２７１億２８１７万４７６０円で、内訳は固定

資産２２９億２９９４万５１９４円、流動資産４１億９８２２万９５６

６円である。 

負債の当年度現在高は１３５億７３６４万６６５１円で、内訳は固定

負債７５億２１２７万２５２０円、流動負債１３億２６０万４７９８円、

繰延収益４７億４９７６万９３３３円である。 

資本の当年度現在高は１３５億５４５２万８１０９円で、内訳は資本

金９９億３０４４万８５７３円、剰余金は３６億２４０７万９５３６円

である。 

資産合計、負債資本合計は、前年度に比べ５億７９５７万９６４２円

（２．１％）減少した。この主な理由は、資産の部においては、現金預

金高の減少によるもので、負債・資本の部においては、企業債、未払金

及び当年度未処分利益剰余金の減少によるものである。 

 

  (2) 企業債及び一時借入金 

企業債の借入れ及び償還状況は、次表のとおりである。 

  《企業債の借入れ及び償還状況》           （単位：円、％） 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 対前年度増減 全国平均 

前年度末残高 8,682,622,121 9,276,020,483 △593,398,362 ―  

年度内借入金 143,000,000 100,000,000 43,000,000 ―  

年度内償還元金 697,912,218 693,398,362 4,513,856 ―  

年度末未償還残高 8,127,709,903 8,682,622,121 △554,912,218 ―  

支払利息 190,653,925 208,496,187 △17,842,262 ―  

利子負担率 2.35 2.40 △0.05 2.12 

 

    当年度の企業債は、寺尾地区簡易水道事業に伴い１億２３００万円、老

朽管更新事業に伴い２０００万円を地方公共団体金融機構から借り入れ

ており、これは予算第６条及び補正予算（第１号）第４条で定めた起債

の目的に合致しており、また限度額の範囲内である。 

       元金償還額は６億９７９１万２２１８円であり、支払利息は１億９０６
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５万３９２５円である。 

       企業債元金の償還は、前年度に比べ４５１万３８５６円増加しており、

年度末未償還元金残高は、８１億２７７０万９９０３円で前年度に比べ

５億５４９１万２２１８円（６．４％）減少している。 

    また、有利子の負債に対する支払利息の割合である利子負担率は、２．

３５％であった。全国平均をやや上回っているものの、３期連続で減少

しており、低金利での資金調達に努めていると言える。 

    なお、平成３年度における企業債の利率は年５．６５％で、直近の利率

の１０倍もの利率だが、このような高金利の企業債の繰り上げ償還に対

しては、制度上相応の負担が求められるため、有効的な対応ではないと

されている。 

       一時借入金については、予算第７条に定めた一時借入金の限度額が１億

円となっているが、当年度の借入れは行われなかった。 

 

  (3) 貯蔵品 

貯蔵品の年度末現在高は２８９６万７５０９円であり、内訳は材料が１

３１８万３５０９円、貯蔵量水器が１５７８万４０００円となっている。 

 

  (4) キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、通常の業務活動の実施に伴う資

金の動きを表すもので、当年度の合計額は１２億７４８万３７４４円のプ

ラスになっており、事業活動が順調に行われたことを示している。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立の

ために行われる投資活動に係る資金の動きを表すもので、浄水場施設の整

備や水道管の布設等の必要な投資を行ったこと等により、１３億９３９２

万７２９８円のマイナスとなっている。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、業務活動及び投資活動を行うた

めの財務活動に係る資金の動きを表すもので、建設改良費等の財源に充て

るための企業債による収入と償還等の結果、５億５４９１万２２１８円の

マイナスとなっている。 

以上の３つの区分から、事業活動が順調に行われるとともに、運営基盤

確立のための投資や企業債の償還にも積極的に努めており、企業としての

資金の動きは健全な状況にあると言える。 

なお、この資金期末残高は、貸借対照表における現金預金高と一致して

いる。 
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  (5) 資産の状態に関する比率 

    資産の状態を表す指標は、次表及び別表５(２２ページ)に示すとおりで

ある。 

  《資産の状態を表す指標》                （単位：％） 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 27 年度 

全国 

平均 

企業債償還元金対減価償却費比率 87.16 89.90 85.39 67.51 

有形固定資産減価償却率 49.79 48.66 48.21 46.58 

 

ア 企業債償還元金対減価償却費比率 

     投下資本の回収と再投資との間のバランスを見る指標であって、１０

０％を超えると、外部資金に頼らざるを得なくなり投資の健全性は損

なわれるとされ、１００％以下であれば、下回る分だけ内部資金が留

保される。当年度は８７．１６％となっており、１００％以下である

が、全国平均を上回る数値で推移しており、直近３期における内部資

金の留保は、全国平均に比べ少ない水準にあると言える。 

イ 有形固定資産減価償却率 

     償却資産における減価償却済の部分の割合を示すもので、減価償却の

進み具合を示すと同時に、老朽化の度合いを示すものでもある。当年

度は４９．７９％となっており、全国平均をやや上回り、３年連続で

増加していることから、引き続き施設設備の計画的な更新が望まれる。 

 

  (6) 財務比率 

    財務状態を表す財務比率は、次表及び別表５(２２ページ)に示すとおり

である。 

  《財務比率》                      （単位：％） 

年 度 

区 分 
29 年度 28 年度 27 年度 全国平均 

固定資産構成比率 84.52 82.93 83.93 87.09 

自己資本構成比率 67.47 64.25 63.30 72.88 

固定資産対長期資本比率 88.79 88.73 87.75 90.44 

流動比率 322.29 261.14 369.22 349.04 

当座比率 320.07 259.53 368.20 339.35 
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ア 固定資産構成比率 

     総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、この比率が高け

れば資産が固定化し、資金繰りに支障をきたすものである。水道事業

は施設型の企業であることから、数値が高くならざるを得ないが、一

般的に比率は低い方が望ましいとされている。当年度は８４．５２％

となっており、全国平均を下回る数値で推移している。 

イ 自己資本構成比率 

総資本に対する自己資本の占める割合を示すもので、比率が高いほど

経営に安定性があるとされている。当年度は６７．４７％となっており、

全国平均を下回っているものの、増加傾向にあることから、今後も引き

続き、利益剰余金を原資とした資本造成に努め、安定した財政状態を構

築していくことが求められる。 

ウ 固定資産対長期資本比率 

資金が長期的に拘束される固定資産が、どの程度長期資本によって調

達されているか、企業の財務的安全性を示すものである。この比率は常

に１００％以下で、かつ低いことが望ましいとされている。当年度は８

８．７９％となっており、全国平均を下回る数値で推移していることか

ら、財務的安全性が確保されていると言える。 

エ 流動比率及び当座比率 

流動比率は、支払義務としての流動負債に対する支払手段としての流

動資産の割合で、短期債務に対する支払能力を示すもので、２００％以

上が望ましいとされている。また当座比率は、流動比率を補足するため

の比率として、企業の即時支払能力を示すものである。当年度の比率は、

いずれも２００％以上となっており、また全国平均の数値とほぼ同等で

あることから、当座の支払能力には問題ないと言える。 

なお、直近３期を比較すると、前年度の比率が大きく低下しているが、

これは、当該年度における建設改良費の未払金が増加したことによるも

のである。 

    以上、財務状態を示す各比率は、財務の安定性、安全性の範囲内であり、

引き続き健全な運営が行われたことが認められた。 

 

５ むすび 

以上が、平成２９年度栃木市水道事業会計決算の概要である。 

当年度は、市内各施設のネットワーク強化のための工事や、寺尾地区にお

ける浄水場施設整備工事、給・配水管布設工事等が行われ、安心・安全な水

の安定供給や水道未普及地域解消に向けた取組みが推進された。 
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有収率については、老朽管を耐震管へ布設替する更新工事を計画的に実施

しているものの、有収率は３期連続で７５％前後を推移しており、全国平均

に比べて依然低い状況にある。また、施設の老朽化の度合いを示す有形固定

資産減価償却率についても、全国平均をやや上回り上昇傾向にあることから、

引き続き配水管の計画的な更新を推進するとともに、有収水量の配水区別調

査・管理に取り組んでいただき、抜本的な有収率の向上に努めていただきた

い。 

損益収支関係では、当年度純利益は前年度に比べマイナスとなった。収支

関係の動向を見ると、平成２７年度に実施した水道料金の改定以降、給水収

益は減少しているのに対し、営業費用は増加傾向にある。また、料金回収率

も前年度に比べマイナスとなった。売上げが減少傾向にある中で原価が増加

傾向にあることは企業経営的に課題があると言えるが、供給単価、給水原価

とも全国平均を下回る水準で推移しており、低廉で良質な水を低コストで供

給できていることは評価すべきである。また、今のところ料金回収率は１０

０％を上回っており、また全国平均も上回っていることから、長期的視点に

立った対応を求めたい。特に営業費用の増加の一因となっている漏水修繕工

事費の増加は、前述の有収率と密接に関係しており、施設の効率性の観点の

みならず、長期的な損益収支の観点からも有収率の向上に取り組んでいただ

きたい。 

その他経営面、財務面においては、各比率とも健全な水準にあり、安定し

た事業運営が行われたことが認められた。引き続き企業債の計画的な償還に

努めるとともに、今後は、利子負担率をさらに軽減するため、より低金利で

の資金調達のほか、企業債に頼らない固定資産の投資も検討していただきた

い。固定資産構成比率並びに流動比率及び当座比率とのバランスに十分注意

する必要があるが、自己資本による建設投資を積極的に行っていただくこと

は、支払利息の軽減のほか自己資本構成比率の増加にもつながり、より安定

的な財政状態を保つためにも有効である。 

今後の事業運営に当たっては、人口減少に伴う給水収益の減収や経年劣化

による老朽管の増加、予測困難な災害の発生など多様な課題が見込まれる。

将来にわたり安全で良質な水が供給されるよう、最少の経費で最大のサービ

ス提供を念頭に、漏水対策や水道施設の効率的な運用、災害対策の強化に努

め、公営企業として健全な事業運営に鋭意努力されることを要望する。 
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別表１

（人）

行政区域内人口 161,836 162,520 163,170

（人）

計画給水人口 145,500 145,500 145,500

（人）

現在給水人口 146,967 146,658 147,603

（％） 現在給水人口

普 　及　 率 90.8 90.2 90.5 行政区域内人口

（戸）

給 水 戸 数 58,938 57,861 57,135

（㎥）

配 　水 　量 21,986,401 21,179,532 21,436,503

（㎥）

給 　水 　量 16,280,201 16,193,390 16,253,333

（％） 年間総有収水量

有　 収　 率 74.05 76.46 75.82 年間総配水量

（人）

職　 員　 数 28 28 29 損益勘定所属職員数

（円／㎥）

供 給 単 価 137.47 141.48 143.52

（円／㎥）

給 水 原 価 117.98 113.12 119.81

（ｍ）

導送配水管延長 1,163,010 1,153,615 1,149,348

平成27年度

年間総有収水量

経常費用－（受託工事費＋附帯
事業費）－長期前受金戻入

年度末現在市内給水人口

業 務 実 績 表

項 目 備　　考

年度末現在市内総人口

拡張計画による給水人口

平成29年度 平成28年度

年間総有収水量

×100

年度末現在

年間総配水量

年間総有収水量

×100

給水収益
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別表２

収益的収入

29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度

営 業 収 益 2,561,400,000 91.4 90.3 2,580,155,301 91.1 92.4 100.7 105.3

営業外収益 240,929,000 8.6 9.7 250,879,143 8.9 7.6 104.1 81.5

特 別 利 益 3,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 2,802,332,000 100.0 100.0 2,831,034,444 100.0 100.0 101.0 103.0

資本的収入

29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度

企 業 債 143,000,000 35.4 23.3 143,000,000 36.1 21.2 100.0 100.0

出 資 金 1,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

補 助 金 138,000,000 34.2 45.8 138,000,000 34.8 41.7 100.0 100.0

負 担 金 122,975,000 30.4 30.9 115,606,284 29.1 37.1 94.0 132.0

固 定 資 産
売 却 代 金

1,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 403,977,000 100.0 100.0 396,606,284 100.0 100.0 98.2 109.9

構成比率（％） 構成比率（％） 決算額/予算額（％）

予 算 決 算 対 照 比 率 表

科　　目 予算額（円） 決算額（円）

科　　目 予算額（円） 決算額（円）
構成比率（％） 構成比率（％） 決算額/予算額（％）
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収益的支出

29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度

営 業 費 用 2,274,235,000 88.9 88.0 2,065,607,200 88.5 87.7 90.8 89.1

営業外費用 271,402,000 10.6 11.5 267,849,425 11.5 12.3 98.7 96.2

特 別 損 失 3,002,000 0.1 0.1 1,880,801 0.1 0.0 62.7 5.4

予 備 費 10,000,000 0.4 0.4 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 2,558,639,000 100.0 100.0 2,335,337,426 100.0 100.0 91.3 89.5

資本的支出

29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度

建設改良費 1,114,160,000 60.7 67.5 1,018,422,604 59.3 67.3 91.4 97.3

企 業 債
償 還 金

701,500,000 38.2 31.8 697,912,218 40.7 32.7 99.5 100.0

国庫補助金
償 還 金

14,580,000 0.8 0.5 0 0.0 0.0 0.0 0.0

予 備 費 5,000,000 0.3 0.2 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 1,835,240,000 100.0 100.0 1,716,334,822 100.0 100.0 93.5 97.5

構成比率（％） 決算額/予算額（％）

構成比率（％） 構成比率（％）

予算額（円） 決算額（円）

予 算 決 算 対 照 比 率 表

科　　目 予算額（円） 決算額（円）

科　　目

決算額/予算額（％）

構成比率（％）
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別表３

2,393,942,341 2,432,062,583 2,457,149,021

給 水 収 益 2,237,981,845 2,290,997,857 2,332,718,896

受 託 工 事 収 益 62,352,940 44,332,543 28,582,788

そ の 他 の
営 業 収 益

93,607,556 96,732,183 95,847,337

250,862,520 217,057,940 246,577,289

受 取 利 息
及 び 配 当 金

1,617,966 3,328,353 3,064,736

他 会 計 補 助 金 3,626,000 4,512,000 6,520,541

長期前受金戻入 215,346,315 199,742,067 197,918,022

雑 収 益 30,272,239 9,475,520 39,073,990

特別利益 0 0 496,138

固定資産売却益 0 0 496,138

過 年 度 損 益
修 正 益

0 0 0

その他特別利益 0 0 0

2,644,804,861 2,649,120,523 2,704,222,448

　　　　　　　　　年度
　科目

平成28年度平成29年度 平成27年度

営業収益

営業外収益

収益合計

損 益 計 算 書 年 度 別 比 較 表
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（税抜、単位：円）

2,009,020,266 1,874,590,891 1,948,157,528

原水及び浄水費 348,251,226 338,001,890 387,856,212

配水及び給水費 321,437,902 264,243,915 287,749,441

受 託 工 事 費 69,302,118 55,115,022 34,174,802

業務及び総係費 232,364,233 231,811,218 239,935,755

減 価 償 却 費 1,016,097,736 971,012,206 976,937,463

資 産 減 耗 費 21,567,051 14,406,640 21,503,855

そ の 他 の
営 業 費 用

0 0 0

196,435,932 212,136,221 231,282,645

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

190,653,925 208,496,187 225,895,570

雑 支 出 5,782,007 3,640,034 5,387,075

1,741,510 150,698 9,584,857

固定資産売却損 0 0 0

過 年 度 損 益
修 正 損

1,741,510 150,698 2,497,250

その他特別損失 0 0 7,087,607

2,207,197,708 2,086,877,810 2,189,025,030

437,607,153 562,242,713 515,197,418

　　　　　　　　　年度
　科目

当年度純利益

営業費用

営業外費用

特別損失

平成29年度

損 益 計 算 書 年 度 別 比 較 表

平成28年度 平成27年度

費用合計

18



別表４

平成28年度

税抜金額（円）
構成比率
（％）

税抜金額（円）

22,929,945,194 84.5 22,977,605,561 △ 0.2

22,927,357,870 84.5 22,974,548,237 △ 0.2

土 地 463,818,585 1.7 463,818,585 0.0

建 物 833,940,697 3.1 861,685,109 △ 3.2

構 築 物 18,518,375,663 68.3 18,492,694,086 0.1

機 械 及 び 装 置 2,985,356,155 11.0 3,021,449,139 △ 1.2

車 両 運 搬 具 8,450,159 0.0 10,240,711 △ 17.5

工 具 器 具
及 び 備 品

35,063,611 0.1 44,020,607 △ 20.3

建 設 仮 勘 定 82,353,000 0.3 80,640,000 2.1

2,587,324 0.0 3,057,324 △ 15.4

電 話 加 入 権 1,177,324 0.0 1,177,324 0.0

そ の 他 無 形
固 定 資 産

1,410,000 0.0 1,880,000 △ 25.0

4,198,229,566 15.5 4,730,148,841 △ 11.2

現金預金 3,775,197,291 13.9 4,516,553,063 △ 16.4

未収金 394,064,766 1.5 184,315,374 113.8

貯蔵品 28,967,509 0.1 29,280,404 △ 1.1

その他流動資産 0 0.0 0 ―

27,128,174,760 100.0 27,707,754,402 △ 2.1

無形固定資産

対前年度
増減率
（％）

資産合計

流動資産

貸 借 対 照 表 構 成 比 率 表

資

産

の

部

平成29年度

固定資産

有形固定資産

科 目
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平成28年度

税抜金額（円）
構成比率
（％）

税抜金額（円）

7,521,272,520 27.7 8,093,189,587 △ 7.1

7,412,792,837 27.3 7,984,709,904 △ 7.2

108,479,683 0.4 108,479,683 0.0

1,302,604,798 4.8 1,811,313,245 △ 28.1

714,917,066 2.6 697,912,217 2.4

15,700,000 0.1 17,000,000 △ 7.6

348,010,261 1.3 930,781,817 △ 62.6

2,340,000 0.0 8,682,000 △ 73.0

221,637,471 0.8 156,937,211 41.2

4,749,769,333 17.5 4,686,330,614 1.4

4,749,769,333 17.5 4,686,330,614 1.4

13,573,646,651 50.0 14,590,833,446 △ 7.0

9,930,448,573 36.6 9,090,448,573 9.2

9,930,448,573 36.6 9,090,448,573 9.2

3,624,079,536 13.4 4,026,472,383 △ 10.0

2,273,712 0.0 2,273,712 0.0

そ の 他
資 本 剰 余 金

2,273,712 0.0 2,273,712 0.0

3,621,805,824 13.4 4,024,198,671 △ 10.0

減 債 積 立 金 2,026,944,459 7.5 1,964,701,746 3.2

建 設 改 良
積 立 金

657,254,212 2.4 657,254,212 0.0

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

937,607,153 3.5 1,402,242,713 △ 33.1

13,554,528,109 50.0 13,116,920,956 3.3

27,128,174,760 100.0 27,707,754,402 △ 2.1

科 目

固定負債

企 業 債

企 業 債

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

資本金

資 本 金

資本剰余金

利益剰余金

資本計

剰余金

資

本

の

部

負債資本合計

対前年度
増減率
（％）

貸 借 対 照 表 構 成 比 率 表

平成29年度

繰延収益

長 期 前 受 金

前 受 金

負

債

の

部

引 当 金

未 払 金

負債計

流動負債
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別表５

１日平均配水量
１日配水能力

１日最大配水量
１日配水能力

１日平均配水量
１日最大配水量

配 水 管
使 用 効 率

固 定 資 産
使 用 効 率

年間総有収水量
年間総配水量

給水収益
年間総有収水量

供給単価
給水原価

供 給 単 価

生
産
性
に
関
す
る
項
目

給 水 原 価

職員１人当た
り給水 人口

職員１人当た
り有収 水量

職員１人当た
り営業 収益

料金回 収率

料
金
に
関
す
る
項
目

137.47

5,249

（％）

（円/㎥）

（円/㎥）

117.98

（％） 116.52

（㎥）

（千円）

581,436

83,271

119.79125.07

83,74485,276

算出基礎

×100

485,965

83,875

4,474

165.96

7.36

106.52

89.52

155.80

62.10

全国平均

70.47

19.08

88.12

損益勘定所属職員数

9.22

76.46

113.12

141.48

560,460578,335

5,238

施
設
の
効
率
性
に
関
す
る
項
目 （㎥/万円） 9.59

18.36

項目

92.10（％）

（％）

（％）

70.37

76.41

74.05

負 荷 率

施設利 用率

最大稼 働率

有 収 率

83.85 ×100

×100

×100

年間総配水量

年間総配水量
導送配水管延長

9.51

94.68

有形固定資産/10,000

経常費用－(受託工事費＋附
帯事業費)-長期前受金戻入

現在給水人口

年間総有収水量

営業収益-受託工事収益

年間総有収水量

×100

損益勘定所属職員数

損益勘定所属職員数

経 営 及 び

平成29年度 平成28年度 平成27年度

（人）

91.89

67.79

73.77

75.82

88.57

18.76

143.52

119.81

5,090

（㎥/ｍ） 18.90
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総収益
総費用

経常収益
経常費用

営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費用

固定資産
固定資産+流動資産

固定負債
負債資本合計

資本金+剰余金+繰延収益
負債資本合計

固定資産
資本金+剰余金

+固定負債+繰延収益

固定資産
資本金+剰余金+繰延収益

流動資産
流動負債

現金預金
+(未収金-貸倒引当金)

流動負債

建設改良のための企業債償還元金

当年度減価償却費
－長期前受金戻入

有形固定資産減価償却累計額
償却対象有形固定資産

帳簿原価

支払利息及び企業債取扱諸費
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債・長期借入金

+その他の企業債・長期借入金
+一時借入金+リース債務

×100
　経常収支
　比率（％）

119.92 126.95 124.06 114.00

平成29年度 平成28年度 平成27年度 全国平均

123.54

126.89

320.07 259.53 368.20

119.83

83.93

32.35

132.60

126.94

2.12

322.29

27.72

119.50

67.47

2.442.40

46.58

89.90

29.21

64.25

88.73

129.06

261.14

90.4488.79

87.09

125.27

87.16

84.52 ×10082.93

×100

72.8863.30

87.75

369.22

67.51

349.04

85.39

　利子負担率
　　　　　（％）

財
務
比
率
（
％
）

固定比率

120.20

当座比率

　企業債償還
　元金対減価
　償却費比率（％）

2.35

　有形固定資産
　減価償却率（％）

　営業収支
　比率（％）

流動比率

算出基礎

収
益
性
に
関
す
る
項
目

339.35 ×100

×100

×100

×100

114.22

×100105.26

×100

131.23

　総収支
　比率（％）

財 政 分 析 表

項目

自己資本
構成比率

固定資産
対長期資
本 比 率

×100

×100

49.79 48.66 48.21

×100

固定資産
構成比率

固定負債
構成比率

23.42 ×100
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